リュウツウ　チャンネル　ト　ブンギョウ　カンケイ by 宮崎, 卓朗 et al.
流通チャネルと分業関係























































































































































































17 G. Porter & H.C. Livesay, Merchants and Manufacturers, Studies in the Changing
































































21 Mrinal Ghosh & George John, “Governance Value Analysis and Marketing Strategy,”





























































































































































































































































































41 J. J. Wallis and D. C. North, “Measuring the Transaction Sector in the American
Economy, 1870~1970”, S. L. Engerman and R. E. Gallman ed. Long-Term Factor in
American Economic Growth, The University of Chicago Press, Chicago and London, 1986
42 ibid, p 97











































1930 6．84（9．20） 6．03（8．12） 6．21 （8．35）








注：（1）（2）はA. M. Edwards (1943) Comparative occupation statistics for the United States,1870 to 1940. In
Sixteenth census of the United States : 1940. Government Printing Office を使ったR. E. Gallman (1966) Gross
National Product in the United States. In Output employment, and productivity in the U.S. after 1800, ed.
Dorothy Brady. New York: Columbia University Press に基づいて計算されている。また（3）（4）はEdwards
(1943) と Kuznets (1961) Capital in the American economy. Princeton University Press. を使用した S.
Lebergott (1964) Labor force and employment, 1800-1960. In ed. D. Brady, op. cit．の賃金シリーズを使い，（5）





















1870 （1869）※ 1．25 16．14
1880 （1879） 1．72 18．02
1890 （1889） 2．22 18．07
1900 （1899） 3．10 19．15
1910 （1909） 5．64 19．07
1920 （1919） 13．74 19．57
1930 （1929） 16．45 18．74
1940 （1939） 18．09 20．54
1950 （1948） 52．25 21．87
1960 （1958） 92．30 21．18
1970 （1972） 216．40 18．25


























1870 （1869）※ 0．310 4．19
1880 （1879） 0．453 4．75
1890 （1889） 0．845 6．86






1960 （1958） 55．700 10．61
1970 （1972） 120．800 12．15






































































1902 2．8 2．8 1．6 6．9
1913 2．8 3．3 2．0 8．0
1922 3．9 5．2 3．7 12．6
1927 3．1 5．4 3．3 11．7
1932 6．2 9．4 6．4 21．4
1938 4．5 9．2 9．3 20．9
1942 19．1 4．9 5．9 28．9
1948 9．5 6．1 6．5 21．5
1952 16．7 6．5 6．4 28．9
1957 13．5 7．5 8．0 28．4
1962 12．8 8．7 11．3 31．5
1967 12．4 9．7 11．4 32．7
1970 11．3 10．3 12．1 33．5
出所：Wallis and North, op.cit, p 116, Table 3.8
注：GNPの数値は商務省のHistorical Statistics of Government, Finance






























































































































54 Langlois R.N. (2007), The Dynamics of Industrial Capitalism: Schumpeter, Chandler, and





























めの取引費用が高かったため，垂直統合が生じた例として，Porter and Livesay もあげて
いる食肉加工業（スイフト社）をあげている。ただ Longlois は垂直統合が生じただけで
なく，その統合された組織は，より効率的になるように進化したと考えるのである。
57 谷口和弘『企業の境界と組織アーキテクチャ―企業制度論序説』NTT出版，2006年，208
頁
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たしかに戦後のアメリカでは規模の経済と範囲の経済を追求した企業範囲の
拡張（統合）が進行してきたと考えてよいだろう。これを可能にしたのはモ
ジュール型の組織構造であると Langlois は考えている。
つまり株式会社は「部門というモジュールが複数集まってできた混合物な
のだとすれば，企業としての特化という考え方を論理的に拡張してみると，
無関連部門ばかりか垂直関係をもつ部門をも分離することが」できる58。そ
れは「ある生産プロセスを構成する垂直段階のどれもが，類似的なケイパビ
リティを必要としているというのは，まったくありえない話」だからである59。
各生産部門や流通部門で必要とされるケイパビリティは異なる。そのこと
は昔から変わらない。しかし継起的な段階のケイパビリティを利用する際の
コーディネートするコストが変わってきた。かつてはこのコストが高く，そ
のため垂直統合が行われた。しかし現在ではモジュール型の生産が一般的で
あるため，インターフェイスの確保ができれば，外注してもコーディネート
に問題が生まれにくく，その意味でコストが下がっているため，外注が一般
的になったと考えているといってよいだろう。
ケイパビリティ論は，一度は見える手を経由しているために，外注などの
分業によって市場取引が現れたとしても，それを見えざる手の出現であると
は考えない。かつての見えざる手の段階でも誰かのコーディネーションは必
要であった。しかし現在では仕事の流れがかなり緊密にコーディネートされ
ていなければならない。「モジュール型システムは，古典的な大量生産の特
徴である高スループット型技術と同じく，標準化を必要とし，標準化によっ
て生み出されるものでもある。だが，製品・プロセス自体を標準化する古典
的な大量生産技術とちがい，より抽象度の高いもの―ゲームのルール（中略）
－を標準化している」のである60。つまり参加者はこのルールに従って，互
いの諸活動の伝達を行う必要がなくなっていることが分業を可能にしている
のであり，かつての市場における価格というシグナルで行動を決めているの
ではないことになる。
58 Langlois, op.cit.（邦訳，134頁）
59 ibid
60 ibid（邦訳，138頁）
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Langlois はコーディネーション費用が低下したことは分業を可能にする条
件であると考えているが，しかし分業がなぜ生じるのかということについて
はケイパビリティの差に求めている。取引費用理論が誤っていた点は「ヒエ
ラルキーによって入手できると期待されるのと同じケイパビリティが契約を
つうじて入手できる，という仮定」を置いたことにあると述べている61。こ
れは垂直統合する場合も同様で，取引費用が高いから統合したのではないと
考える。谷口和弘氏はGMによるフィッシャー・ボディの統合を例に取引
費用理論を批判している。通説ではこの垂直統合はGMがホールドアップ
問題の解決や取引費用の節約といった取引費用理論に適合する理由で行われ
たとされてきた。しかしこうした理由はあったが，これ以外の理由もあった
とケイパビリティ論は考える。GMはフィッシャー兄弟（フィッシャー・ボ
ディの経営者一族）がボディ製造に関して保有していた特殊な知識やスキル
というケイパビリティを獲得したいという理由で統合を行ったというのであ
る62。
ケイパビリティ論によれば，取引費用理論では垂直統合した場合の自らの
能力が高く，取引先の能力が低いと考えていることになるが，これは逆に契
約によって入手できる能力を，垂直統合した自らが行うことができると取引
費用理論が想定していると考えた方がよいであろう。取引費用理論の重要視
したことは，業務の効率性が原因で統合が生まれるのではなく，取引費用の
多寡によって生まれると考え，垂直統合の合理性を説くことにある。だから
統合される部分の効率性の程度は問題とされなかった。しかしケイパビリ
ティ論では，この統合される部分の能力が問題とされる。能力とは効率性と
いう面だけでなく，垂直統合する主体にとってどれだけ有効であるかという
点を含んでいる。
いずれにしてもケイパビリティ論では，垂直統合する場合は垂直統合され
る部分のケイパビリティが高く，それをコーディネートするには垂直統合の
61 ibid（邦訳，152頁）
62 谷口，前掲書，209‐213頁。GMは当初，フィッシャー兄弟をフィッシャー・ボディか
ら引き抜こうとしたが果たせず，株式を取得して統合したのち，兄弟を取締役会に加えた。
谷口氏はこのことを指して兄弟のケイパビリティをGMが求めたと考えている。
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方が効果的であるため，そして現在のように分業関係になっている場合は，
垂直統合されていた部門のケイパビリティが高く，それをコーディネートす
るためのモジュール型組織が効率的であるためと説明されている。統合する
側と統合される側が，実際に統合されるかどうかは別にしてケイパビリティ
に差をもっていること想定しているのである。
GMのフィッシャー・ボディの統合の例のような，製造業の間の，あるい
は製造業の中の分業がいかにして形成されるのかが企業の境界問題の中心で
ある。製造業以外の流通やサービス業もまったく製造業内の分業と同じ論理
で製造業から分割されていると考えている。
製造業内でも製造業と流通・サービス業との間でも，この議論で留意しな
ければならないことは，垂直統合したからといって統合された部分は，統合
した本体部分にだけ製品やサービスを提供すると考えていないことである。
このような状態が一般的であるとは思わないが，全くないわけでもない。先
のGMの例ではフィッシャー・ボディのケイパビリティを使うために統合
したのであれば，競合他社にそのケイパビリティを使わせないことが考えら
れるが，規模の経済性の問題で，自社だけでは十分に生産コストを低下させ
るだけの量を必要としない場合は，他社にも販売することは少なくとも論理
的にはありえる。
だがもう一つ留意しなければならないことは，こうしたケイパビリティの
差はどの程度固定的かということである。単純にいえば取引費用理論はケイ
パビリティの差はあるとしても，それはある程度の時間で学習することが可
能な移転できるものであると考えているのに対し，ケイパビリティ論はより
移転が困難であることを前提にしている。たしかにケイパビリティは時間の
経過に伴ってほかの主体へと普及し始めることを Langlois は指摘している。
それが最終的に市場（取引費用理論では契約）を生成させるのである63。し
かしケイパビリティが容易に移転してしまうのであれば，そもそもこの議論
は成り立たない。ケイパビリティは経路依存性をもって作られている暗黙知
なのである。
63 Langlois, op.cit.（邦訳152～153頁）
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ただ卸・小売業を考えた場合，以上のようなことは少し異なってくると思
われる。伝統的な商業経済論で前提とされていたことは，一つには製造業者
による直接販売や，製造業者によって系列化されている卸・小売業の場合は，
その製造業者の製品しか取り扱わないということである。製造業者が直接販
売する場合は完全に垂直統合が成立していると考えることができるわけだが，
商業経済論ではこれは販売者の数と購買者の数が少なくなって商業資本を利
用しない方が効率的である場合（商業資本の消滅）か，自分の商品だけを自
分が思うように販売してくれるわけではない製造業者が商業資本の社会性を
取り除くために行う場合（商業資本の排除）かになる。後者はもちろん，前
者の場合でもすでに直接販売の方が効率的であるから直接販売を行っている
のであって，規模の経済性の点で非効率だから他社の製品も取り扱うという
ことはない。
また伝統的な商業経済論では商業のほうが，製造業者自らが小売業務や卸
売業務を行う場合より効率的であると考えてきたが，このケイパビリティは
専門化の利益によって説かれてはいないことは前述した。経路依存性によっ
て作られているわけでもない。商業経済論では卸・小売業の効率性は「売買
の集中」によって形成されていると考えている。そのためには商業は多数の
生産者の製品を取り扱う必要があり，特定の製造業者の製品を取り扱うだけ
では効率性は制限されざるをえない。これが，商業部門が生産から独立して
分業関係に入る理由であって，製造業者ではこれはなしえないのである。し
たがって商業部門ではその部門特有の技術があるとしても，それは分業を規
定する理由としては重視されず，論理的には移転可能な技術と考えられるの
である。
これは製造業者間の分業を規定する論理と異なっている。製造業者間の分
業について商業経済論特有の解釈はないと考えられ，技術的要因に基づく分
業と考えているといってよいだろう。しかし製販の分業についてはそれとは
異なった論理を用意しているのであり，製造業間の分業が生産技術の移転困
難性に基づく分業であり工程間分業であるのとは根本的に異なる社会的な分
業の説明をしているのである。
一方でケイパビリティ論はGMとフィッシャー・ボディの例でもわかる
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ように，多数の取引相手との取引を想定して論理が作られていない。現実は
アトミックな競争は存在しないという点では，この想定に問題があるわけで
はないのだが，しかし製造業者間で行われる取引と分業は，製販で行われる
取引と分業と異なった論理で行われていると考えられる。それは卸・小売業
のケイパビリティが単に専門家の利益と経路依存性によって形成されている
のではなく，多数の生産者の製品を取りそろえるという「社会的」な市場と
なることによっても形成されているからである。これは単に規模の経済性に
よる効率性ではない。いわば範囲の経済性によって集客力を上げ，販売を容
易にするという効率性なのである。
ケイパビリティ論が製造業における分業の論理として妥当であるとしても，
製販の分業はこの論理だけで説明されるものではない。これは取引費用理論
にも当てはまると思われる。単に垂直統合する企業の販売部門と，統合され
る業者の専門性，両者間の費用だけを考えていては，統合される業者の効率
性は理解できないであろう。アウトソーシングされるサービス業務が，規模
の経済性のために多数の製造業者を媒介するということとも異なり，多数の
製造業者を媒介することで範囲の経済性を生み出す点でもサービス業とは異
なる。風呂氏が述べていたこととは異なるが，サービス論的商業論には欠点
があるのである。
Ⅴ 結びにかえて
本稿では取引費用理論やケイパビリティ論などの新制度派の考え方と，伝
統的な商業経済論の考え方を比較してきた。大きな違いは商業経済論が製販
分業の説明の際に基礎に置いた「売買の集中」を，製販のケイパビリティ格
差の原因と考えるかどうかである。たしかに不特定多数の業者と取引する製
造業者も流通業者も現在では想定できない。その意味では取引費用理論やケ
イパビリティ論が想定する，いわば私的な分業の説明としてはありうること
である。しかし不特定ではないが，かなり多数の業者と取引をする小売業者
は一般的である。製造業者にとってそうした流通業者は効率的であるため，
小売段階まで垂直統合している例はさほど多くはない。しかしなぜ効率的か
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という理由が根本的に異なるのである。
製造業内での垂直統合は例が多いのに対し，小売段階までの統合は例が少
ないことは，2つの理由が考えられる。一つは小売技術が生産技術よりはる
かに移転が困難であるということである。もう一つは小売技術の問題ではな
く別の理由で統合されていないというものである。ケイパビリティ論では前
者の説明となり，取引費用理論や商業経済論では後者の説明となる。また取
引費用理論は小売と生産の間に長期にわたる販売効率の差を考えないので，
統合費用の方が小売業者が機械主義的行動をすることによる費用より高いこ
とが多いという説明になり，商業経済論では「売買の集中」により技術以外
の要因による効率性の差が生まれているためということになる。
つまり問題は「売買の集中」による効率性の差なのである。論理的には商
品買取資本を投下しなくても「売買の集中」は出現する。売買操作資本を投
下するだけの代理商でもさまざまな製造業者の製品を取り扱うことは可能な
のである。この場合は商業をサービス業的にとらえることが可能になり，取
引費用理論かケイパビリティ論の論理で説明することができる。しかし商業
経済論では代理商を典型的な商業とは考えてこなかった。それはおそらく製
造業者からすればなんの販売方法の制限や要望もなしに，代理商に販売を依
存することが，消費財の場合に考えられなかったからであろう。個別の製造
業者の要求に沿った販売方法をとる商業は，すでにその自立性を制限されて
いる状態であると考えられ，純粋に社会的な市場としては機能していないと
考えられたのである。そのため「売買の集中」は商品買取資本の機能とされ
た64。
64 現在では通信販売業者の中に仮想商店街を開設し，自らは商品を買い取らない業者がい
る。これでも「売買の集中」は発生していると考えてよいだろう。かつては商品を買い取
らない商業者のもとに多数の生産者の製品が集まることはなかったため，「売買の集中」
は商品買取資本の機能であったが，現在ではそれが変化したといえる。しかし店舗小売業
については現在もかつてと同様に考えることができる。ネット通販では「売買の集中」は
販売業者の集中によって生まれることがあり，現在でも店舗小売業では商品買取資本の投
下によって生まれる。ただしネット通販ではこれまでになかった別の分業が生まれている。
アフィリエイトのような業者はかつて企業内にあった広告業務が，業者として独立し社会
的な分業関係に入ったものである。
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製造業間の分業と製販の分業を同じ論理で考えられるかどうかは，この「売
買の集中」をどう評価するかにかかっている。現在では「売買の集中」のか
たちは商品買取資本によるものばかりではない。また商業経済論で考えられ
る自立化という製販の社会的分業の説明は，いわゆる自由競争段階のもので，
そのままの形では現在の製販の分業と協調を説明するには不足しているかも
しれない。商業経済論においても製造業者の流通の統合を，商業資本の排除
といったいわば私的な分業関係で説明してきた。社会的な状況を説明するの
は配給概念である。この概念もその集計水準についてのコンセンサスが得ら
れているとは言えない。現在の状況を社会的分業として説明する道具は未だ
に作られていないといえる。
しかし「売買の集中」を取り除いた論理では，十分に流通部門の効率性の
理由を説明できていない。分業関係が成立しているからといって，小売技術
が移転困難であるとは一概に言えない。その点では商業経済論は未だに説明
力があると考えられる。しかしケイパビリティ論が問題とした分業の進展は，
商業経済論の中にはないと考えてよい。そのため「売買の集中」の現代的な
形と意味について，再考する必要があると思われる。商店街や「まちづくり」
の問題について，「売買の集中」を再考する必要は述べられているが65，チャ
ネル論においても，それは必要なのである。
65 石原武政『商業組織の内部編成』千倉書店，2000年。石原『小売業の外部性とまちづく
り』有斐閣，2006年。もっとも店舗そのものによる流通時間の短縮，流通費用の節約は，
商品買取資本以外の売買操作資本の効果と考えられる。
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